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議案第 33 号 

 

   専決処分につき承認を求めることについて 

 

 平成２２年度生駒市の国民健康保険特別会計の補正予算（第１回）を定めるこ

とについて は、市議会を招集する時間的余裕がなかったため、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成２２年５月３１日

別紙のとおり処分したから、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求

める。 

 

  平成２２年６月１４日提出 

                       生駒市長 山 下  真   
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専第 ５ 号 

 

           専  決  処  分  書 

 

 平成２２年度生駒市の国民健康保険特別会計の補正予算（第１回）を地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、専決処分する。 

 

  平成２２年５月３１日 

 

                       生駒市長 山 下  真   

 

   平成２２年度生駒市国民健康保険特別会計補正予算（第１回） 

 

 平成２２年度生駒市の国民健康保険特別会計の補正予算（第１回）は、次に定

めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０１，３６０千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，２４９，６６４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 
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議案第 34 号 

 

平成２２年度生駒市国民健康保険特別会計補正予算（第２回） 

 

平成２２年度生駒市の国民健康保険特別会計の補正予算（第２回）は、次に定

めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２５，９００千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，２７５，５６４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

平成２２年６月１４日提出 

                       生駒市長 山 下  真 
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議案第 35 号 

 

生駒市職員の育児休業等に関する条例及び生駒市職員の勤務時間、 

休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２２年６月１４日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

   生駒市職員の育児休業等に関する条例及び生駒市職員の勤務時間、休暇等

に関する条例の一部を改正する条例 

 （生駒市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１条 生駒市職員の育児休業等に関する条例（平成４年３月生駒市条例第１号

）の一部を次のように改正する。 

  第２条中第１号及び第２号を削り、第３号を第１号とし、第４号を第２号と

し、第５号及び第６号を削り、同条の次に次の１条を加える。 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める期間） 

第２条の２ 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める期間は、５７日

間とする。 

第３条の見出しを「（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別

の事情）」に改め、同条中「第２条第１項」を「第２条第１項ただし書」に改

め、同条第１号中「第５条第２号に掲げる」を「第５条に規定する」に、「同

号」を「同条」に改め、同条第４号中「当該育児休業をした職員の配偶者（当

該子の親である者に限る｡)が３月以上の期間にわたり当該子を育児休業その他
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の規則で定める方法により養育したこと（当該職員」を「３月以上の期間を経

過したこと（当該育児休業をした職員」に、「請求の際両親が当該方法」を「

承認の請求の際育児休業」に改め、同条第５号中「再度の」を削る。 

第５条中「次に掲げる事由」を「育児休業をしている職員について当該育児

休業に係る子以外の子に係る育児休業を承認しようとするとき」に改め、同条

各号を削る。 

  第１０条中第１号及び第２号を削り、第３号を第１号とし、第４号を第２号

とし、第５号及び第６号を削る。 

  第１１条第１号中「育児短時間勤務を」を「育児短時間勤務（育児休業法第

１０条第１項に規定する育児短時間勤務をいう。以下同じ｡)を」に、「第１４

条第２号」を「第１４条第１号」に改め、同条第４号中「第１４条第３号」を

「第１４条第２号」に改め、同条第５号中「当該育児短時間勤務をした職員の

配偶者（当該子の親である者に限る｡)が３月以上の期間にわたり当該子を育児

休業その他の規則で定める方法により養育したこと（当該職員」を「３月以上

の期間を経過したこと（当該育児短時間勤務をした職員」に、「請求の際両親

が当該方法」を「承認の請求の際育児短時間勤務」に改める。 

  第１４条中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号とする。 

  第１９条中「次に掲げる」を「育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規

定による短時間勤務をしている」に改め、同条各号を削る。 

  第２０条第１項中「部分休業」の次に「（育児休業法第１９条第１項に規定

する部分休業をいう。以下同じ｡)」を加える。 

 （生駒市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第２条 生駒市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年３月生駒市条例

第３号）の一部を次のように改正する。 

  第８条第４項中「前３項」を「前各項」に改め、同項を同条第５項とし、同
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条第３項中「前２項」を「第１項及び前項」に改め、「（以下この項において

「要介護者」という｡)」を削り、「要介護者のある職員（規則で定める者に該

当する場合における当該職員を除く｡)」を「第１５条第１項に規定する日常生

活を営むのに支障がある者（以下「要介護者」という｡)のある職員」に改め、

「（職員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該子を養育するこ

とができるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を除

く。以下この項において同じ｡)」及び「（規則で定める者に該当する場合にお

ける当該職員を除く。以下この項において同じ｡)」を削り、同項を同条第４項

とし、同条第２項中「（職員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として

当該子を養育することができるものとして規則で定める者に該当する場合にお

ける当該職員を除く。以下この項において同じ｡)」を削り、「前条第２項」を

「第７条第２項」に改め、「（災害その他避けることのできない理由による臨

時の勤務を除く｡)」を削り、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１

項を加える。 

 ２ 任命権者は、３歳に満たない子のある職員が、規則で定めるところによ

り、当該子を養育するために請求した場合には、当該請求をした職員の業務

を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、第７条

第２項に規定する勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時

の勤務を除く。次項において同じ｡)をさせてはならない。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２２年６月３０日から施行する。ただし、附則第３項の規

定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という｡)前に第１条の規定による改正

-15-



前の生駒市職員の育児休業等に関する条例第３条第４号又は第１１条第５号の

規定により職員が申し出た計画は、施行日以後は、それぞれ第１条の規定によ

る改正後の生駒市職員の育児休業等に関する条例第３条第４号又は第１１条第

５号の規定により職員が申し出た計画とみなす。 

３ 第２条の規定による改正後の生駒市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第

８条第２項の規定による請求又は施行日以後の日を時間外勤務の制限を請求す

る１の期間の初日とする同条第３項の規定による請求を行おうとする職員は、

施行日前においても、任命権者の定めるところにより、これらの請求を行うこ

とができる。 
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議案第 36 号 

 

生駒市の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する 

条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２２年６月１４日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例 

生駒市の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和

３１年１１月生駒市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

別表教育委員会の委員の部中「月額 １４５，０００」を「日額 ３２，００

０」に、「月額 ９９，０００」を「日額 ２９，０００」に改め、同表選挙管

理委員会の委員の部中「月額 ７５，５００」を「日額 ２１，０００」に、「

月額 ４５，５００」を「日額 １６，０００」に改め、同表選挙事務関係者の

部中 

 

選 挙 長 （ 開 票 管

理者） 

選挙１回につき １９，０００

 

選挙長 日額 １９，０００

開票管理者 選挙１回につき １９，０００

 

委員の部中「月額 １４５，０００」を「日額 ３２，０００」に、「月額 ６

「 

 

を 

」

」 

に改め、同表監査 

「 
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１，０００」を「日額 ２４，０００」に改め、同表公平委員会の委員の部を次

のように改める。 

 

公平委員会の委員 日額 １６，０００

 

 別表農業委員会の委員の部中「月額 ７１，０００」を「日額 ２１，０００

」に、「月額 ６１，０００」を「日額 １８，０００」に、「月額 ５６，０

００」を「日額 １６，０００」に改め、同表備考第３項中「この表」を「上表

」に改め、同項を同表備考第５項とし、同表備考第２項中「この表」を「上表」

に改め、同項を同表備考第４項とし、同表備考第１項中「この表」を「上表及び

次項」に改め、同項を同表備考第３項とし、同項の前に次の２項を加える。 

１ 上表の規定にかかわらず、教育委員会の委員、選挙管理委員会の委員、

監査委員、公平委員会の委員、農業委員会の委員又は固定資産評価審査委

員会の委員（以下これらを「行政委員」という｡)が、当該執行機関の任務

又は所掌事務の範囲内において、当該執行機関の決定に基づいて委員ごと

に行う調査、調整、書面の作成等の勤務で市長が認めるものに従事したと

きは、勤務時間数に応じて報酬を支給する。 

２ 前項に規定する報酬の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める額の合計額とし、その月の分を翌月の末日までに支給するものとす

る。 

   (1) １日の勤務時間数が、上表に定める当該行政委員の報酬の額を５，

０００円で除して得た値を超える日（以下「特定日」という｡) 当該行

政委員の報酬の額 

   (2) 特定日以外の日 その月における特定日以外の日に係る勤務時間数

の合計（その時間数に１時間未満の端数を生じたときは、その端数が３

０分以上のときは１時間とし、３０分未満のときは切り捨てる｡)に５，
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０００円を乗じて得た額 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の生駒市の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例の規定は、この条例の施行の日以後に任期が開始する特別職の職員で非常

勤のものの報酬について適用する。 
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議案第 37 号 

 

生駒市職員の退職手当に関する条例及び生駒市企業職員の給与の種 

類及び基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２２年６月１４日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市職員の退職手当に関する条例及び生駒市企業職員の給与の種類及び

基準に関する条例の一部を改正する条例 

（生駒市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第１条 生駒市職員の退職手当に関する条例（昭和４７年１０月生駒市条例第３

０号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第７項及び第８項中「第３８条第１項各号のいずれか」を「第３８

条第１項に規定する短期雇用特例被保険者」に改め、同条第１１項第４号中「

第５６条の２第３項」を「第５６条の３第３項」に改め、同条第１４項第１号

中「第５６条の２第１項第１号イ」を「第５６条の３第１項第１号イ」に改

め、同項第２号中「第５６条の２第１項第１号ロ」を「第５６条の３第１項第

１号ロ」に改める。 

（生駒市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第２条 生駒市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４３年２月生

駒市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第１７条第８項中「第３８条第１項各号のいずれか」を「第３８条第１項に
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規定する短期雇用特例被保険者」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 平成２２年４月１日（以下「適用日」という｡)前に生駒市職員の退職手当に

関する条例第２条に規定する職員であった者又は生駒市企業職員の給与の種類

及び基準に関する条例第２条第１項に規定する職員であった者（以下これらを

「職員」という｡)であって、退職の日が適用日前であるもの及び適用日の前日

において職員であって、適用日以後引き続き職員であるものに対する第１条の

規定による改正後の生駒市職員の退職手当に関する条例第１０条第７項及び第

８項並びに第２条の規定による改正後の生駒市企業職員の給与の種類及び基準

に関する条例第１７条第８項の規定の適用については、なお従前の例による。 
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議案第 38 号 

 

生駒市自転車等放置防止条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２２年６月１４日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市自転車等放置防止条例の一部を改正する条例 

 生駒市自転車等放置防止条例（平成５年３月生駒市条例第９号）の一部を次の

ように改正する。 

 第１４条第１項中「処分する」を「廃棄処分にする」に改め、同条第３項中「

告示の日」の次に「（以下「告示日」という｡)」を加え、「は、規則で定めると

ころにより処分する」を「、その保管に不相当な費用を要するときは、当該自転

車等を売却し、その売却した代金を保管することができる。この場合において、

当該自転車等につき、買受人がないとき又は売却することができないと認められ

るときは、当該自転車等を廃棄等の処分にする」に改め、同条に次の２項を加え

る。 

４ 市長は、前項の規定により自転車等を売却した後、告示日から起算して６月

以内に当該自転車等の所有者から請求があったときは、保管した代金を返還し

なければならない。 

５ 告示日から起算して６月を経過してもなお保管した自転車等（第３項の規定

により売却した代金を含む。以下この項において同じ｡)を返還することができ

ないときは、当該自転車等の所有権は、自転車の安全利用の促進及び自転車等
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の駐車対策の総合的推進に関する法律（昭和５５年法律第８７号）第６条第４

項の規定により、市に帰属する。 

 第１５条第２項中「３，０００円」を「５，０００円」に改める。 

   附 則 

この条例は、平成２２年１０月１日から施行する。 
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議案第 39 号 

 

生駒市まちをきれいにする条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２２年６月１４日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市まちをきれいにする条例 

私たちは、生駒山に象徴される恵まれた緑豊かな自然環境のもとで、生活を営

み、文化や歴史を育んできました。 

そして、私たちの住む生駒市を美しくきれいなまちにしたいとの思いを込め

て、「みんなで創るきれいな街」を合言葉に、竜田川や富雄川のクリーンキャン

ペーンや自治会清掃、啓発看板の設置などさまざまな取り組みをしてきました。

また、近年多くのボランティアが日常的に清掃美化活動をしています。 

しかし、清掃したすぐ後に、たばこの吸い殻や空き缶等のごみを捨てていく人

がいます。 

散歩中に飼い犬が排せつしたふんを放置したり、投棄する人もいます。 

人通りの中で歩きながらたばこを吸う人もいます。 

また、きれいな建築物や工作物にみにくい落書きをする人がいます。 

このような行為により、被害や迷惑を被っておられる方が数多くおられ、きれ

いな生駒の環境が損なわれるとともにその処理には多大な労力と経費が必要とな

っています。 

これらの心無い行為をモラル欠如やマナー違反の問題として個々の良心だけに
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委ねるのではなく、一定のルールを定め、市民、事業者、市がそれぞれの責務を

認識するとともに、それぞれが協働して取り組み、先人から受け継いだすばらし

い生駒の環境をさらに高め、保全活用し、将来を担う子どもたちに引き継いでい

くため、ここに、この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、生駒市環境基本条例（平成１１年３月生駒市条例第１１号

）の基本理念に基づき、環境美化に関する市民等、事業者及び市の責務を明ら

かにするとともに、それぞれが協働してまちをきれいにするための施策につい

て必要な事項を定め、市民等が快適で安全な生活環境を確保することを目的と

する。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 市民等 市内に居住し、勤務し、若しくは通学し、又は市内を通過する

者をいう。 

(2) 事業者 市内で事業活動を行う法人その他の団体及び個人をいう。 

(3) 飼い主等 犬、猫その他の愛がん動物（以下「犬等」という｡)を飼養

し、又は現に管理する市民等をいう。 

(4) 土地所有者等 市内に土地又は建物を所有し、管理し、又は占有する者

をいう。 

(5) 空き缶等 空き缶、空き瓶その他の飲食物等を収納していた容器、チラ

シ、紙くず、廃プラスチック類その他これらに類する物で投棄されることに

よってごみの散乱の原因となるものをいう。 

(6) ポイ捨て たばこの吸い殻及び空き缶等を定められた場所以外の場所に

捨て、又は放置することをいう。 
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(7) ふん放置 散歩中等に犬等が排せつしたふんを放置し、又は投棄するこ

とにより、公共の場所等を汚すことをいう。 

(8) 落書き 公共の場所又は他人が所有し、若しくは管理する建物等に、権

原のある者の承諾を得ることなく、みだりに文字、図形、模様等を描くこと

をいう。 

(9) 公共の場所 道路、河川、公園、駅等所有のいかんを問わず、公共の用

に供される場所をいう。 

(10) 空き地等 宅地化された状態の土地で、現に人が使用していない土地又

は人が使用していても相当の空閑地を有し、人が使用していない土地と同様

の状態にある土地及びこれらに準ずる土地をいう。 

（市民等の責務） 

第３条 市民等は、屋外で自ら生じさせたたばこの吸い殻及び空き缶等を持ち帰

り、又はたばこの吸い殻入れ及び空き缶等を回収する容器に収納することによ

り、自らの責任において適正に処理しなければならない。 

２ 市民等は、まちをきれいにするために市が実施する施策に協力し、地域の美

観の保持及び快適な生活環境の確保に努めなければならない。 

（飼い主等の責務） 

第４条 飼い主等は、犬等を屋外で運動させる場合は、ふんを処理するための用

具を携行し、犬等がふんを排せつしたときは、当該用具に入れて持ち帰る等適

正に処理しなければならない。 

２ 飼い主等は、犬等のふん放置防止のために市が実施する施策に協力するよう

努めなければならない。 

（土地所有者等の責務） 

第５条 土地所有者等は、土地又は建物を清潔に保ち、ポイ捨て、ふん放置及び

落書きをされないように努めなければならない。 
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２ 土地所有者等は、土地又は建物の周辺及び地域の美観を保持し、並びに市が

実施する施策に協力するよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、事業活動を行うに当たっては、たばこの吸い殻及び空き缶等

のポイ捨ての防止について、従業員の啓発及び教育に努めなければならない。 

２ たばこの吸い殻及び空き缶等のポイ捨てをされるおそれのある物の販売を行

う事業者は、ポイ捨ての防止について、消費者の啓発に努めなければならな

い。 

３ 事業者は、まちをきれいにするために市が実施する施策に協力し、事業所周

辺及び地域の美観を保持し、並びに快適な生活環境を確保するよう努めなけれ

ばならない。 

（市の責務） 

第７条 市は、この条例の目的を達成するために必要な施策を実施するものとす

る。 

２ 市は、まちをきれいにするために、市民等及び事業者に対して意識啓発に努

めるとともに、地域の美観の保持及び快適な生活環境を確保するため、市民等

及び事業者による自主的な地域貢献活動に対し、積極的な支援を行うものとす

る。 

３ 市は、前２項に規定する施策の実施に当たっては、関係機関と連携して、そ

の推進に努めるものとする。 

（ポイ捨ての禁止） 

第８条 市民等は、公共の場所及び他人の占有する場所にたばこの吸い殻及び空

き缶等のポイ捨てをしてはならない。 

（ふん放置の禁止） 

第９条 飼い主等は、犬等のふん放置をしてはならない。 
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（落書きの禁止） 

第１０条 市民等は、落書きをしてはならない。 

（喫煙の制限） 

第１１条 市民等は、公共の場所において、吸い殻入れが設置されていない場合

又は吸い殻入れを携帯していない場合は、喫煙してはならない。 

２ 市民等は、公共の場所において、歩行し、又は自転車（原動機付自転車及び

自動二輪車を含む｡)により移動しながら喫煙をしないよう努めなければならな

い。 

（回収容器の設置及び管理） 

第１２条 自動販売機により飲食物等を販売する者は、当該自動販売機に隣接す

る場所に空き缶等を回収する容器を設置するとともに、当該容器を適正に管理

しなければならない。 

（チラシ等の散乱防止） 

第１３条 公共の場所において、チラシ、リーフレットその他の物（以下「チラ

シ等」という｡)を公衆に配布し、又は配布させた者は、速やかに配布場所周辺

に散乱した当該チラシ等を収集し、処理しなければならない。 

（空き地等の適正管理） 

第１４条 土地所有者等は、空き地等に雑草等（雑草又はこれに類するかん木類

をいう｡)を繁茂させ、又は廃棄物等を堆積させることで、火災又は犯罪の発生

の原因となり、かつ、生活環境を阻害しているような状態（以下「不良状態」

という｡)にならないよう、除草等を行うなど適正に管理しなければならない。 

（公共の場所の管理） 

第１５条 公共の場所を管理する者は、その場所が不良状態にならないよう除草

等を行うとともに、第８条から第１０条までの規定による禁止行為の防止につ

いて必要な措置を講じ、市の施策に協力するものとする。 
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（環境美化等の協定） 

第１６条 市民等及び事業者は、その活動する地区において、市が管理する公共

の場所の環境美化について、市長と協定を締結することができる。 

２ 市長は、前項の協定を締結したときは、効果的にその活動が行われるよう、

必要な範囲で支援するものとする。 

（環境美化巡視員の設置） 

第１７条 市長は、環境美化の推進を図るため、環境美化巡視員を置くことがで

きる。 

２ 環境美化巡視員は、市内における環境美化の推進に関する啓発活動を行うほ

か、人の混雑する場所等での環境美化の推進を図るための巡視その他必要な活

動を行うものとする。 

（調査及び指導） 

第１８条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、当該必要な場所に市

長の指定する職員を立ち入らせ、調査及び指導をさせることができる。 

２ 前項の規定による立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

（勧告） 

第１９条 市長は、第８条から第１１条第１項まで又は第１２条から第１４条ま

での規定に違反している者に対し、必要な措置を講ずるよう勧告することがで

きる。 

（命令及び公表） 

第２０条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなく当該勧

告に従わないときは、その者に対し、期限を定めて当該勧告に従うべきことを

命令することができる。 

２ 市長は、前項の規定による命令を受けた者が正当な理由がなく当該命令に従
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わないときは、その者に意見を述べる機会を与えた上で、次に掲げる事項を公

表することができる。 

(1) 命令に従わなかった者の氏名及び住所（法人等にあっては、その名称及

び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地) 

(2) 命令の内容及び違反の事実 

(3) その他市長が必要と認める事項 

（罰則） 

第２１条 第８条又は第９条の規定に違反した者で、前条第１項の規定による命

令に従わなかった者は、５０，０００円以下の過料を科する。 

（委任） 

第２２条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則  

この条例は、平成２２年１０月１日から施行する。ただし、第２０条及び第２

１条の規定は、平成２３年１月１日から施行する。 
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議案第 40 号 

 

鹿ノ台中学校耐震補強工事請負契約の締結について 

 

平成２２年５月２０日事後審査型条件付一般競争入札に付した鹿ノ台中学校耐

震補強工事について、下記のとおり請負契約を締結するため、議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年４月生駒市条例第２

号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記 

１ 契 約 の 目 的  鹿ノ台中学校耐震補強工事 

２ 契 約 の 方 法  事後審査型条件付一般競争入札 

３ 契 約 金 額  １７４，１３２，０００円 

４ 契約の相手方  天理市蔵之庄町４９番地２ 

          株式会社米杉建設 

          代表取締役 米杉伸喜 

５ 工 期  契約の日から平成２２年１０月２９日まで 

 

平成２２年６月１４日提出 

                       生駒市長 山 下  真   
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議案第 41 号 

 

奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合を組織する市町村の数の 

減少及び奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合規約の変更につ 

いて 

 

奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合から生駒市を脱退させることとする

ため、地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２８６条第１項の規定により奈良

県住宅新築資金等貸付金回収管理組合を組織する市町村の数の減少及び奈良県住

宅新築資金等貸付金回収管理組合規約を次のとおり変更することについて、同法

第２９０条の規定により議会の議決を求める。 

 

平成２２年６月１４日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合規約の一部を変更する規約 

奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合規約（平成１７年１月１日奈良県指

令市町村第９８９号）の一部を次のように変更する。 

別表第１及び別表第２市の項中「、生駒市」を削る。 

附 則 

１ この規約は、奈良県知事の許可があった日から施行する。 

２ 平成２２年度奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合市町村特別会計（生

駒市）の会計年度は、奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合規約第１８条

の規定にかかわらず、平成２２年４月１日からこの規約の施行の日の前日まで

とする。 
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３ 奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合市町村特別会計（生駒市）の平成

２１年度及び平成２２年度の決算については、なお従前の例による。 
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議案第 42 号 

 

市道路線の認定について 

 

市道路線を次のとおり認定したいから、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第８条第２項の規定により、議会の議決を求める。 

 

整理 起        点 

番号 
路    線    名 

終        点 

１ さつき台７２号線 
壱分町５０７番３先 

壱分町５０９番３先 

２ 高山北田原線支線１６号 
北田原町１０４８番８先 

北田原町１０７２番２４先 

３ 生駒台南２３号線 
生駒台南２１９番５先 

生駒台南２１９番１０先 

４ 緑ヶ丘９号線 
緑ヶ丘１４５４番２１先 

緑ヶ丘１４５４番１７１先 

 

平成２２年６月１４日提出 

                       生駒市長 山 下  真   
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議案第 43 号 

 

生駒市監査委員の選任について 

 

生駒市監査委員に下記の者を選任したいから、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第１９６条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

住  所  生駒市●●●●●●●●●● 

氏  名  藤 本 勝 美 

生年月日  昭和●●年●●月●●日 

 

平成２２年６月１４日提出 

                       生駒市長 山 下  真   

 

 

-35-


	議案（HP公開用）
	○表紙（通常提案分）H22第３回
	○議案目録：H22第３回
	バインダ1
	報告2：3：繰越計算書20100531
	報告4：H21年度水道事業会計継続費繰越計算書20100524
	報告5：H21年度水道事業会計予算繰越計算書20100524
	議案33：国保専決201003531exe
	議案34：国保（第２回）20100531
	議案35：育休条例・勤務時間等条例改正20100528
	議案36：非常勤特別職報酬条例改正20100522
	議案37：退手条例・企業職員給与条例改正20100522
	議案38：自転車等放置防止条例改正20100522
	議案39：まちをきれいにする条例（新規制定）20100528
	議案40：鹿中耐震補強工事請負契約20100524
	議案41：住新貸付金回収管組（減少・規約変更）20100522
	議案42：市道路線の認定20100522
	議案43：監査委員の選任20100522


	議案43：監査委員の選任（HP公開用）



